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稲は低刈に比べて非構造性炭水化物や
緑葉が切株に多く残った影響で籾数が
増加するとともに登熟も良くなり，増
収した（図 -8，-11）。
以上のことから，1回目の稲を十分
に成熟させた時期に地際から高い位置
で収穫することにより，1回目の稲と
2回目の稲の合計で多収（2年間の平
均で 1.36t/10a）となることが明らか
になった。なお，生育期間を通じて気
温が高く日射量が多かった 2018 年に
は，1.44t/10a の超多収が得られた。

(5) 切株に残る非構造性炭水化物
や緑葉の役割

今回の筆者らの研究グループの研究
結果やこれまでの研究報告から，栄養
分である非構造性炭水化物は，切株で
眠っている芽，すなわち，休眠芽の覚
醒を助けるのではないかと考えられ
る。また緑葉の役割については，明確
にされていないが，再生芽への窒素の
供給源となるとともに，光合成を行っ
て炭水化物を蓄え休眠芽の覚醒を助け
ているのではないかと考えられる。現
在，私たちの研究グループでは，緑葉
の役割を明らかにするために，圃場試
験を行っている。

(6) 今後の普及に向けて

今後，筆者らの研究グループでは，
今回得られた知見を基に施肥技術の開

発を行った後，現地実証試験を行い，
加工用米や業務用米の画期的な低コス
ト生産技術として九州地域を中心に普
及させていく計画である。また，地際
から 50cmの位置で刈り取ることは，
汎用型コンバインでは可能だが，自脱
型コンバインでは困難である。しかし，
自脱型コンバインでも，10cmよりも
20cm，20cmよりも 30cmと高くし
た方が 2回目の稲の多収が得られる
と考えられる。
本成果は，地球温暖化の進行に対応

した画期的な農業技術であり，今後の
世界食料需給の逼迫が予想される中で
の米の安定供給や，国内の加工用米や
業務用米の低コスト生産への貢献が期
待される。そのほか，再生二期作で
は，自然災害等に伴う国内外の米の需
要に応じ，二期作目の実施の要否を判
断することもできると考えられる。ま
た将来的に，地球温暖化に伴う気温の
上昇が続くと考えられるので，再生二
期作の収量の増加や適地拡大が予想さ
れる。

図 -8　‌‌再生二期作における 1回目の稲の収
穫時期及び高さが 1回目の稲及び 2
回目の稲の収量に及ぼす影響（2017
年及び 2018年）
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図 -9　再生二期作における1回目の稲の収穫時期が収量に及ぼす影響の概念図

図 -10　‌‌再生二期作における1回目の稲の収穫時期及び高さが切株の非構造性炭水化物及び緑葉
の面積に及ぼす影響（2017年及び 2018年）

図 -11　再生二期作における1回目の稲の収穫高さが収量に及ぼす影響の概念図
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農業経営の継承に関する意識・意向調査
　統計データから

表 -1　経営継承の意向及び後継者の有無

農業経営の継承に関する意識・意向調査は，令和 2 年 8 月
に，認定農業者のいる農業経営体（家族経営体）の経営主であ
る 60 歳代の農業者を対象に実施し，690 人から回答を得た結
果である。

現在の経営を継承する（他者に引き継ぐ）意向について（表
-1）は，「経営資産の全体または一部を継承する」と回答した
割合が50.1％と最も高く，次いで「決めていない」の34.6％，「何
も継承しない」の 7.8％の順である。また，継承する意向があ
る者において，「後継者が決まっている（本人の同意を得てい
る）」と回答した割合が 40.1％，「後継者は決まっていない」
と回答した割合が 9.9％となっている。

後継者の属性では「同居の子」が 72.9％，「非同居の子」が
23.5％であった。「後継者は決まっていない」と回答した農業
者のうち，「候補はいる」との回答は 72.1％で，「子（同居）」
36.7％，「子（非同居）」34.7％である。ただし，候補者に経

営継承の同意を得られると考えているかとの質問には，「現状
のままで可能」は 29.4％にとどまり，「現状のままでは難しい」
が 63.2％となった。その理由でもっとも多かったのは「農業
所得が不足している」で 76.7％。次いで「施設・機械が老朽
化している」が 34.9％となっている。

次に，経営資産の全体または一部を継承する意向がある者に
おいて，後継者に継承したい資産は，「農地」と回答した割合
が 94.8％と最も高く，次いで「施設・機械等の有形資産」の
86.4％，「生産技術・ノウハウ」の 61.0％の順であった（表
-2）。

また，経営を継承しない意向の者の理由については，「地域
に農地の受け手となりうる農業者がいないため」と回答した割
合が 29.6％と最も高く，次いで「地域に農地の受け手となり
うる農業者はいるが，これ以上農地を引き受けきれない状態の
ため」の 24.1％となっている。　　　　　　　　　（K. O）

表 -2　後継者に継承したい資産

計 後継者は決
まっている

後継者は決
まっていな

無回答

⼈ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％
690 50.1 40.1 9.9 0.1 7.4 7.8 34.8

表ー１  経営継承の意向及び後継者の有無

区分 回答者数

農業者

経営資産の全体または⼀部を継承する
農地のみ継承

何も継承し
ない

決めていない

区 分 回答者数 農 地
施設・機械
等の有形資

産

⽣産技術・
ノウハウ

販 路

⽣ 物
（乳⽤⽜、
繁殖⺟豚・
樹体等）

従業員 その他 無回答

⼈ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

346 94.8 86.4 61 37.9 16.8 9.2 0.9 0.6農業者

表ー２ 後継者に継承したい資産
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表ー２ 後継者に継承したい資産


